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◆民間主要企業夏季一時金妥結状況～平成18年～　　11月20日（厚生労働省） 

　・夏季一時金妥結額は841,817円、前年比2.94％増。 

◆労働力調査詳細結果～7－9月平均～　　12月1日（総務省）  

　・役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は33.4％と、前年同期比0.5ポイントの上昇。 

◆労働経済動向調査～11月～　　12月1日（厚生労働省）  

　・常用労働者が「不足」と答えた企業割合から「過剰」と答えた企業割合を引いた常用労働者過不足判断D.I.はプラス

23（8月調査プラス21）と、不足超過幅が前期より拡大。 

◆国民経済計算～7－9月期・2次速報～　　12月8日(内閣府)  

　・実質GDP（国内総生産）成長率（季調値）は前期比で0.2％（年率0.8％）。 

　・GDP成長率の寄与度は、実質は国内需要（内需）が-0.2％、財貨・サービスの純輸出（外需）が0.4％となった。 

最 近 の 統 計 調 査 より  
情報解析部 

11月11日～12月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

賃金構造基本統計調査（初任給）～平成18年～　　11月21日（厚生労働省） 

～大卒・高卒初任給とも前年を上回る～ 
　賃金構造基本統計調査の結果によると、2006年（平成18年）の初任給は、大卒で19万6,200円と前年比で1.2％増加し
た。高卒では、15万4,400円と同1.0％増加した。この他、男女計でも男女別でみても、大学院修士課程修了、高専・
短大卒といったすべての学歴
において、前年より増加して
いる。 
　また、初任給の前年と比較
した増減を産業別にみると、
大卒ではサービス業（4.7％）、
運輸業（3.9％）で大きく増加
している一方で、建設業（－
2.5％）、教育，学習支援業（－
1.2％）などでは減少となって
いる。高卒では建設業（4.3％）、
サービス業（3.0％）で増加幅
が大きく、金融・保険業（－
5.4％）、教育，学習支援業（－
3.8％）、情報通信業（－3.4％）
で減少となっている。 
 
（情報解析課　上村聡子） 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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図　学生の収入状況（大学学部（昼間部）） 

（内円・・・収入、外円・・・支出） 

大学生に関連する労働統計 今月のキーワード解説 

　大学生についての統計のうち、労働に関連するものについて紹介します。 
 
１文部科学省「学校基本調査」 

　この調査は、学校に関する基本的事項の調査を目的とし、学校数、在学者数、教職員数、学校施設、学
校経費、卒業後の進路状況等が調べられています。 
　大学生の卒業後の状況として、就職者に関するデータを都道府県別、学科別に得ることができます。また、
就職先の産業・職業別内訳も得られます。 
　2006（平成17）年３月に大学（学部）を卒業した者は55万1000人となっており、そのうち就職した者は
32万9000人となっています。産業別にみると、「卸売・小売業」が19.0％で最も高く、次いで「製造業」
16.2％、「サービス業」13.3％などとなっています。 
 
２独立行政法人労働政策研究・研修機構「大学生のキャリア展望と就職活動に関する実態調査」 

　当機構において、大卒就職・採用の実態を把握するための実態調査を行っています。2004年度に大卒採
用に関する企業調査を行っており、2005年度に行った大学調査及び大学生調査として「大学就職部／キャ
リアセンター調査｣及び「大学生のキャリア展望と就職活動に関する実態調査」を行っています。 
　大学生調査によると、就職活動で最も多いのは就職支援サイトへの登録で、企業説明会・セミナーへの
出席が次いで多い。ＯＢ・ＯＧに連絡を取った人は少なく、また、半数近くは企業に資料請求をしていない、
ということをはじめとする結果が得られております。 
　調査結果は、調査シリーズ　No.16「大学生の就職・募集採用活動等実態調査結果 Ⅰ」大卒採用に関す
る企業調査、調査シリーズ　No.17「大学生の就職・募集採用活動等実態調査結果 Ⅱ」「大学就職部／キ
ャリアセンター調査｣及び「大学生のキャリア展望と就職活動に関する実態調査」としてまとめられており、
当機構ＨＰで閲覧できます（※）。 
 
　今回紹介した大学就職部や大卒就職者に関する調査としては、古くは、日本労働研究機構「大学就職指
導と大卒者の初期キャリア」（1992、調査研究報告書№33）、「大学就職指導と大卒者の初期キャリア（そ
の２）－35大学卒業者の就職と離転職－」（1992、調査研究報告書№33）があります。ＩＴ産業における経
済戦略というような鮮度が重要な研究もあるでしょうが、こと労働分野に関する調査研究に限っては、長
年の蓄積があってなしうる側面があるのです。 
 
３独立行政法人日本学生支援機構「学生生活調査」 

　この調査は、標準的な学生生活の状
況を把握することを目的としています。 
大学学部、短期大学本科及び大学院の
学生（休学者及び外国人学生を除く）
を調査対象とし、収支状況が調査事項
となっていて、その中でアルバイト収
入が調べられています。 
　2004（平成16）年調査結果によると、
大学学部生（昼間部）年間収入約220
万円のうち、約34万円をアルバイトで、
約10万円を定職などで得ているなどと
なっています。 

（情報解析課長　秋山　恵一） 
 
 （※）Webアドレスは、それぞれ、http://www.jil.go.jp/institute/research/2006/016.htm、http://www.jil.go.jp/institute/research/2006/017.htm


